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　欧米先進諸国では，1973年のオイルショック以後，
長期にわたる経済停滞に端を発した失業の大量化現象
が生じてから久しい。しかしながら，従来の福祉国家
体制を前提とした経済政策の枠組みでは，完全雇用は
おろか，経済再建すら困難な条件の下に，この15年
間，先進諸国は置かれていた。その状況を作りだした
大きな要因のひとつには，「均衡のとれた商品経済」を
基礎として成立していた欧米の「成熟した市民社会」
に，低労務費・高生産性による耐久消費財をどしゃぶ
りのごとく輸出し各国経済に混乱を与えた日本の「敵
対的貿易」（“adversarial　trade”，　P．”b“ラッカL）行
動がある。この日本の貿易行動に対抗するためには，
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産業革命以降，永い年月をかけて欧米各国で培われて
きた労働者の制限的諸慣行を打破するしかない。それ
が1980年代の米英に代表されるデレギュレーション政
策である。（日本においても，昨今の貿易摩擦に起因
する産業構造転換促進のために，1985年以降，失継ぎ
早に規制緩和に向けた労働法制・労働政策の見直しが
図られている〔e・g・「労働老派遣法」・労働基準法改
訂〕。しかし，この規制緩和は一層の競争力強化政策
ではあっても，国際協調的構造転換政策とは決してい
えない。）
　以上のように，産業の競争力強化を目的とするデレ
ギュレーション政策は，制限的諸慣行に依拠して質
的・量的に「豊かな市民社会」を形成してきた欧米の
労働者達を再び赤裸々な資本主義的競争の原理の内に
引き戻すことを意味している。したがって，それは，
政策的には労働市場での競争＝失業を前提とした産業
競争力回復を意図している以上，完全雇用の放棄を意
味せざるをえないし，また，福祉国家体制の屍護の下
で形成されてきたともいえる現代の労使関係の枠組み
の清算をも物語るものである。それゆえ，現在，この
ような資本主義の再度の挑戦を受け始めた労働者・労
働者組織は，従来の「連帯の原理」＝団体交渉・集団
的争議行為では十分対抗しえない歴史段階に追い込ま
れているといえる。
　このような時代状況にも拘らず，従来の研究は既成
の枠組みの弛緩やその内部での摩擦に焦点をあててぎ
ており，その限りで具体的ではあったが，展望を見い
だす分析としての意識において乏しかったと思われ
る。この研究は，以上のような労使関係の伝統的枠組
みの限界性を意識した上で，新たに形成される労使関
係の基礎となる試みを摘出し検討しようとするもので
ある。この視点にたって，資本主義的競争の原理に対
抗し，超克する連帯の方策として「協同の原則」に新
たな意味を見いだそうとしている労働者たちの運動に
着目すれば，次のような状況把握が可能である。
　1970年代半ば以降の欧米では，企業共同所有運動や
労使共同決定，倒産企業での自主生産運動あるいは労
働者（生産）協同組合の設立・ネットワークの形成が，
「新たな波」と形容できるまでの労働者運動に発展し
ている。また，資本主義的競争の原理に対抗的な社会
内在的論理をもたない日本では，競争実践の主体たる
「企業社会」からはじきだされた社会的弱者たる中高
年労働老や，競争の原理に対抗的に生きようとする人
々によって「協同の原則」を具体化する運動が展開さ
れている。・
　このような運動や研究の状況は，以下のようにまと
めることができよう。
　①1970年代半ば以降の労働者のモティベーション
低下に伴う「先進国病」の病理に対して学際的な研究
が進められているが，労使関係の観点では労使共同決
定と職場での労働者「自主管理」運動・「経営参加」
とに集約できる。前者については西ドイツの共同決定
法に基づく労働者経営参加であり，実現しなかったも
ののイギリスのいわゆる「ブロック委員会報告」に基
づく労働者重役制度である。後老についてはいわゆる
　「労働の人間化」として様々な制度化が図られようと
している。また，日本においては，先進国病に陥らな
いために，欧米とは異なった意味での企業レベルvciの
　「自主管理活動」やQC活動が展開されているが，こ
れらについては労使関係・労務管理研究者によるフィ
ールドワークがなされている。
　②資本主i義的競争と対抗的な原理の必要が叫ばれ
たのはむしろ労使関係研究と異なる領域の研究者から
である。その代表的な理論の提唱者は，E．F．シュマ
ッハーである。AStudy　of　Economics　as　if　People
Mattered（あたかも人間を重視するかのような経済学
の研究）という副題をもつ“Smαll　is　Beautiful”（1973
年，『人間復興の経済』佑学社）が世に与えた影響は
大きい。彼はイギリスの労働者所有企業，スコット・
ベーダー社の助言者として実践的にも大きな功績を残
しているが，「等身大の技術」を提唱することによっ
て，先進国と発展途上国との共存の可能性を示唆する
と共に，先進国での労働者生活の質的豊かさの追求を
訴えている。シュマッハーとならんで我々が考慮しな
ければならないのは『西暦2000年における協同組合』
（1980年）（いわゆるレイドロー報告）である。来るべ
き社会の構成原理として「協同の原則」がそこでうた
われている。
　③以上の考えを実践する主体を各国別にみると，
アAリカ…ESOP（労働者持株制度），イギリス…ICOM
（企業共同所有運動），．GLEB（大ロンドン企業委員
会），フランス…SCOP（労働者生産協同組合連合），
イタリア…LEGA（全国生産・労働協同組合連合），
スペイン…バスク地方「モンドラゴン」協同組合網な
どを挙げることができる。また，日本についてみれ
ば，東芝アンペックスなどに示される自主生産運動，
失業者の受け皿になりつつある中高年雇用・福祉（労
働者協同組合）事業団による運動を挙げることができ
る。
　しかしながら，この「協同の原則」がどのような意
一34一
味内容において，経済効率を内包する資本主義的競争
と対抗的たりうるのか，あるいはまた，「協同の原則」
をどのように組織化し実質化することができるのか，
問われ詰められなければならない点がまだ多く残され
ている。さらには，「企業社会」を構成する圧倒的多数
の労働老が競争の原理に包摂された「企業社会秩序」
のなかでいかにして自らの利益を実現し守ろうとして
いるのかも，前者と表裏をなす重要な課題として問わ
れなければならない。
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